
【第１部】
プラットフォーム×ＡＩ時代の
課題と展望

誹謗中傷、青少年問題、プライバシー、フェイク
ニュース、そして社会の分断・・・。プラット
フォームを巡る問題についてこれまでの日本での規
制の歴史や海外の動向、そして今後の展望に迫りま
す

【第２部】
プラットフォーム×ＡＩ時代の
ルール形成～日本に何が欠けてい
るか

最近、よく耳にする「ルールメイキング」や「ロビ
イング」。社会や経済が大きく変わろうとする中で、
新しいルールを作ろうという動きが活発化していま
す。ただ、ロビーはどうしても資金力や人的リソー
スを多くもつグローバル企業の方が有利になります。
生活者の視点からルールメイクしていくためにはな
にが課題なのか考えます。

タケ

本日のお品書き



もしかしたら、こんなこと
お話しするのでは・・・

お客様はプラットフォーム問題の第一人者

ばかり

セッション中に言及しそうなキーワードを

予想してみました。



プラットフォーム関連の主な検討会

総務省（インターネット上の言論空間の健全性に関する系）

プラットフォームサービスに関する研究会（２０１８年１０月～）

・トラストサービス検討WG（２０１９年１月～）

・プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するWG（２０２１年３月～）

・誹謗中傷等の違法・有害情報への対策に関するWG（２０２２年１２月～）

デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会（今年１１月～）



プラットフォーム関連の主な検討会

競争系

デジタル市場競争本部

デジタル市場競争会議WG

経産省

デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合

公正取引委員会

データ市場に係る競争政策に関する検討会、デジタル市場における競争政策に関する研究会など

消費者保護系

消費者庁

消費者法の現状を検証し将来の在り方を考える有識者懇談会

デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における環境整備等に関する検討会



規制の
いろいろ

直接規制 政府による直接的な規制・民主的正統性はも

つが、変化に柔軟に対応できないリスクあり

共同規制 官民共同で規制目的の実現を目指す。技術進

化の速いデジタル分野でも柔軟に対応。制裁やモニタリ

ング機能が不十分な場合、民間に規制内容を誘導され、

「規制のとりこ」に陥るリスクも

自主規制 民間の自主的なルール形成。企業と消費者の

力（情報量、専門性など）の非対称から、企業の利益が

優先されやすいリスク。企業と企業の間でも、その力の

差によっては一方的なルールメークがなされる場合も）



ルールメーキング

パブリックリレーションズ

パブリックアフェア－ズ

ガバメントリレーションズ

6

ロビイング

Ｗｈａｔ’ｓ
Ｌｏｂｂｙ？



7
経済産業省 産業技術環境局基準認証政策課
新市場創出サービスの産業マップより
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２０２１年に米国でＧＡＦＡＭ
がロビー活動に投じた費用は計
約６５６０万ドル（約７５億
円）、欧州では市民団体がまと
めた報告書によれば、約２２８
０万ユーロ（約３０億円）

9

ロビイングは金と人材をもつ大きな組織が有利



OECD調査では４１ケ
国中２３ケ国が
ロビー活動透明性の
ための規制導入

米国はロビー開示な法、欧
州もＥＵ透明性登録簿どで
ロビー活動の登録や公表を
義務付け。

カナダの場合、違反には上
限５万カナダドルの罰金ま
たは６カ月以上２年未満の
懲罰、外国政府の影響や
ソーシャルメディアを使っ
た活動をチェックする規定
も

10

※ＯＥＣＤは２０１０年に「ロビー活動の透明性と信頼性原則に関する勧告」を出し、その後、多くの加盟国がルールを整備してきた。
現在は日本と同様、公的なルールがないラトビアやエストニアなどでも、ルール作りに向けた取り組みが始まっているという。
それはデジタル化で大きくルール見直しが進む中で政策形成プロセスが不透明なことへの危機感がある

日本にはありません！



海外には市民のための強力なロビー
団体が存在します
例えば、欧州消費者機構
The European Consumer Organisation
（BEUC）

ベルギーに本拠地をもつ欧州域内の45
の団体の連合体

総予算

5,963,343 ユーロ（9億3870万円）

うちEUからの補助金

2,061,840ユーロ（3億2453万円）

欧州の透明性登録簿に登録する

ロビー団体

EU Transparency Register（透明性登録簿）
https://ec.europa.eu/transparencyregister/public/consultation/displaylobbyist.do?id=9505781573-45

https://ec.europa.eu/transparencyregister/public/consultation/displaylobbyist.do?id=9505781573-45


The Directors' Office

・Horizontal and Institutional

・Redress and Enforcement

・International Affairs

Communications Department

Legal and Economic Department

・Digital rights

・Financial services

・Consumer Rights

・Competition

Sustainability, Food, Health, Energy & Safety Department

・Food

・Health

・Sustainability

・Energy

・Safety

Capacity Building, Project Development &Administration

・Capacity Building

・Project Development

・Administration

幅広い分野をカバー。
Digital rightsや
競争政策も



ロビー団体として
GDPRやDSA、DMAに
影響力を与えてきた
市民団体

Article 26 (Advertising on online platforms)
3. Providers of online platforms shall not present 
advertisements to recipients of the service based on 
profiling as defined in Article 4, point (4), of Regulation 
(EU) 2016/679 using special categories of personal 
data referred to in Article 9(1) of Regulation (EU) 
2016/679

（センシティブデータを使ったプロファイリング
広告禁止）

Article 28 (Online protection of minors)
2. Providers of online platform shall not present 
advertisements on their interface based on profiling as 
defined in Article 4, point (4), of Regulation (EU) 
2016/679 using personal data of the recipient of the 
service when they are aware with reasonable certainty 
that the recipient of the service is a minor.

（未成年者へのプロファイリング広告の禁止）



欧州と日本
の差

✓欧州の消費者運動は労働
者による「生活用品の共
同購入」からスタートし、
その後、「情報提供型消
費者運動」（1920年代）、
「告発型消費者運動」
（1960年代）へと発展

✓男女比に大きな差はない

✓商品テストの雑誌の売上
や助成金、寄付で安定的
収入

→若い世代や弁護士など優
秀な人材を確保

✓日本の消費者運動は戦
後の「おしゃもじ運
動」（米よこせデモ、
不良マッチ追放運動）
から、主婦など女性が
中心のイメージ

✓1970年代に参加した人
がボランティアで続け
ている

→若い世代や優秀な人材
を確保できない



日本は・・・？（消費者委員会２０２３年６月の調査より）


